
社会保険加入及び中⾧期的な担い手確保の取組に係る実態調査の結果

Ⅰ . 社 会 保 険 の 加 入 状 況 に つ い て

[ 調 査 団 体 ] 一般社団法人東京電業協会 [アンケート調査期間] 平成31年12月11日 ～ 平成31年1月18日

[ 調 査 対 象 ] 東京電業協会員企業128社 回答企業数９５社 （回答率７４．２％）

〇会員企業の社会保険加入状況について（回答社数９５社）

〇会員企業と契約を結んでいる1次下請企業における社会保険加入状況について（回答社数９１社）
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Ⅰ . 社 会 保 険 の 加 入 状 況 に つ い て
〇二次下請企業に対する社会保険の加入指導について（回答社数９３社）

〇その他の指導内容について（回答社数９社）〇直接指導・一次下請を通じた指導内容について（回答社数７４社）

【 その他の回答 】
・年に1度協力会を集め研修会を実施
・適応除外に該当しているため指導はしていない
・施工体制台帳作成時未加入業者へ直接指導を行っている
・再下請通知書、作業員名簿等で確認しガイドラインに従い指導
・国土交通省の指導に基づいて実施

直接指導を行っている

二次下請はいない
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単独で告知書類を作成し
周知徹底を図っている

その他

下請けガイドラインに
沿って行っている

一次下請け企業協力会を
通じて指導を行っている
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二次下請け企業は全社加入
をしているため

一次下請けが発注処理を
するため一次下請け企業
に任せて

その他

指導は行っていない

全社加入しているため
指導の必要がない

一次下請を通じて指導
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Ⅱ . 賃 金 水 準 の 確 保 状 況 に つ い て
〇最近1年間の従業員賃金について（回答社数９１社）
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〇下請けと契約する際の最近1年間の労務単価について
（回答社数９０社）

〇引き上げる予定はない理由について（回答社数２１社）

【 その他の内容 】
・一律で上げるのではなく難易度の高い現場については上げる
・3年前に法定福利費事業主負担相当額を加味して引き上げを実施
・一昨年単価を引き上げたため

【 引き上げる予定がない理由 】
・通常の定期昇給で対応
・数年前にすでに引き上げてたため
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現状特に上げていないが
今後上げざる得ない

総価契約のため労務単価の
みの動向は把握できない

その他
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Ⅲ.法定福利費を内訳明示した見積書の活用状況について
〇下請企業への見積依頼の際法定福利費の内容明示した
見積書の提出を条件としていますか（回答社数９３社）

〇条件としていない理由について（回答社数１１社）
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〇下請企業からの法定福利費を明示した見積書の提出状況について
（回答社数９４社）

〇下請契約時の法定福利費の明示について（回答社数９２社）

【 その他について 】・少額工事については明示を要望していない

一部の見積依頼で
条件としている

全ての見積依頼で
条件としている

条件としていない

一次下請けが見積処理を
するため実態が不明

その他

社会保険に加入済みであ
ることを確認しているの
で特段使っていない

大多数の下請から
十分な見積書が提
出されている

大多数の下請から
十分な見積書が提
出されていない

どちらともいえ
ない
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全ての契約で明示して
締結している

一部の契約で明示して
締結している

明示しないで締結して
いる
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Ⅳ.若者・女性・障害者の雇用状況について
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・会社全体での採用者数

・関東地域配属者数

〇26～29年度採用状況【 新卒 】
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Ⅳ.若者・女性・障害者の雇用状況について
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〇26～29年度採用状況 【中途】 ・会社全体での採用者数

・関東地域配属者数
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Ⅳ.若者・女性・障害者の雇用状況について
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〇若者の育成にあたっての取組について（回答社数９０社※複数回答有）

〇平成３０年度新入社員の初任給について（回答社数９３社）
【 その他の内容について 】

・メンター制度を導入
・OJT教育の実施
・技術研修の実施
・資格取得を支援
・資格取得のための講習会費用等は会社負担
・新入社員は1か月の座学で基本講習、1年間は週1回技術講習の受講
・2か月に1度若手勉強会を開き、知識・技術向上のサポート
・入社6か月は座学と現場実習の研修を実施
・階層別（3・5・7年目）マネジメント研修の実施
・3年の育成期間を設け手厚い教育を実施
・1人づつに指導担当者を決め3年間の育成指導計画を立てている
・入社から5年間にわたり新入社員研修を実施
・現場配属後不明点等都度フィードバックする体制の構築
・配属後先輩社員とのOJT教育の実施
・各種技術教習、メンタルケア研修も受講させている
・会社全体として本部講師による講習を行い部署ごとに研修を実施
・休日の取得を推奨し休日を取得しやすい環境作りをしている

女性社員教育を行い職場環境に早く
適応できるようにしている

メンタルヘルスケア等を行い若者の
悩み等に対処している

福利厚生を充実し働きやすい環境を
整備している

休日の取得が容易なように
ローテーション等を行っている

その他

昨年度より引き下げた

昨年度と同額としている

昨年度より引き上げた
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Ⅳ.若者・女性・障害者の雇用状況について
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〇女性の採用状況について

技術者
（現場従事者）
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Ⅳ.若者・女性・障害者の雇用状況について
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〇女性の活躍推進にあたっての取組状況について
（回答社数９０社※複数回答有）

〇法定の「産前産後休業」「育児休業」に上乗せした制度の有無
について（回答社９３社）

【 その他の回答 】
・現在女性の採用予定はない
・対策は特に行っていない
・女性管理職の登用
・年間休日を増やしたり、産休を取りやすい雰囲気にしている

女性社員の採用に向け、更衣室、
休憩室等を整備している

新入社員の採用を増やしている
（技術系も含めて）

将来の目標に向かってのキャリ
アパス（スペシャリスト、管理
職等）を提示している

女性活躍推進法に基づく事業主
行動計画を策定している

その他

産前産後休業は上乗せ
した制度を受けている

両方とも上乗せした
制度を設けている

育児休業は上乗せした
制度を設けている

両方とも法定どおりで
特に上乗せした制度を
設けていない
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0.39％以下 0.4～0.89％ 0.9～1.39％
1.4～1.79％ 1.8～2.19％ 2.2％以上

Ⅳ.若者・女性・障害者の雇用状況について
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〇従業員（技術者）のうち、若手（40歳以下）と女性の雇用状況について（回答社数８６社）

〇障害者の雇用上について（回答社数９４社） 〇障害者の雇用人数と雇用率について（回答社数５６社）

従業員（技術者）
のうち、若手
（40歳以下）

従業員（技術者）

従業員（技術者）
のうち、女性

雇用義務はあるが
障害者の雇用を
行っていない

雇用義務はないが
実際には障害者の
雇用を行っている

雇用義務があり
障害者の雇用を
行っている

雇用義務もなく
実際に障害者の
雇用も行ってい
ない

平成27年度
※2.0％

今回調査結果
※2.2％

平成26年度
※2.0％

平成２６年度 平成２７年度 今回調査結果

雇用者数 897.5人 900人 1,226.8人

36,835 
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17,722 

4,224 
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Ⅴ.労働環境・労働条件の現状について
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〇従業員の月間実労働時間数（平均）について（回答社数８４社）

〇建設現場における週休2日制の普及状況について（回答社数９５社） 〇平成29年度における年間有給取得の平均取得日数について
（回答社数９４社）

５日以上
７日以下

５日未満

８日以上
９日以下

１０日以上
１１日以下

１２日以上

４週７休

４週８休

４週６休

４週５休

その他

４週４休

変動労働
時間制
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4%

13%

15%

17%

18%

23%

20%

29%

25%

18%

17%

15%

17%

10%

16%

15%

15%

13%

8%

8%

8%

3%

5%

2%

2%
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1%

7%

7%

2%

3%

1%

1%

6%

5%

6%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成２６年度

平成２７年度

平成２８年度

平成２９年度

160時間以下 161時間～170時間 171時間～180時間 181時間～190時間 191時間～200時間 201時間～210時間

211時間～220時間 221時間～230時間 231時間～240時間 241時間以上 無回答


